
「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社
定款第15条の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対
して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略し
ております。

第71回定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

連　結　注　記　表
個　別　注　記　表

（2024年６月１日から2025年５月31日まで）

株式会社テーオーホールディングス



⑵ 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社の数

…………該当事項はありません。

③ 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・主要な会社の名称……………………
・持分法を適用しない理由……………

株式会社日北自動車
持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及
び利益剰余金（持分に見合う額）に及ぼす影響が軽微で
あり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適
用から除外しております。

【連結注記表】
１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴ 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況
・連結子会社の数………………………10社
・主要な連結子会社の名称……………株式会社テーオーフォレスト、株式会社テーオーリテイ

リング、株式会社テーオーデパート、株式会社テーオー
総合サービス、小泉建設株式会社、函館日産自動車株式
会社、北見日産自動車株式会社、株式会社fika、北見三
菱自動車販売株式会社、オホーツクスズキ販売株式会社

② 非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称…………株式会社日北自動車
・連結の範囲から除いた理由…………非連結子会社は、小規模会社であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）は、連結計算書類に重要な影響を及
ぼしていないためであります。

② 持分法を適用した関連会社の数……該当事項はありません。

－ 1 －



⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
・連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社

…………３月決算

ロ. 棚卸資産
・木材事業の商品及び製品並びに

…………
原材料
主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収
益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

函館日産自動車株式会社、北見日産自動車株式会社、北
見三菱自動車販売株式会社、オホーツクスズキ販売株式
会社
連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算
書類を使用しております。また、連結決算日との間に生
じた重要な取引については、連結上必要な調整を行って
おります。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券
その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
…………時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定しております。）

・市場価格のない株式等…………移動平均法による原価法

・流通事業の商品…………………売価還元法による低価法
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・自動車関連事業の商品…………新車及び中古車は個別法による原価法（貸借対照表価額
は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、部品は最
終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法）

・販売用不動産……………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法）

・未成工事支出金…………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産(リース資産を除く) …定率法（連結子会社は一部定額法）

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　３年～47年
賃貸用資産　　　４年～50年

ロ. 無形固定資産(リース資産を除く) …定額法
ハ. リース資産…………………………リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額

法
③　重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金………………金銭債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金………………従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額により計上してお
ります。

ハ. 債務保証損失引当金……債務保証等に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘
案し、損失負担見込額を計上しております。

ニ. 完成工事補償引当金……完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、将来の補修見込額
を計上しております。

ホ. 利息返還損失引当金……債権者等から利息制限法の上限金利を超過して支払った利息の返
還請求があるが和解に至っていないもの及び過去の返還実績を踏
まえ、かつ最近の返還状況を考慮し、返還見込額を合理的に見積
もり、計上しております。
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ヘ. 役員退職慰労引当金……役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支払いに備えるため、内
規に基づき当連結会計年度までに発生していると認められる額を
役員退職慰労引当金として計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法
イ. 退職給付見込額の期間帰属方法

………退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度
末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっ
ております。

ロ. 数理計算上の差異の処理方法
………数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８～９年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費
用処理しております。

－ 4 －



⑤ 重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義

務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとお
りであります。
イ. 商品販売（木材事業、流通事業、自動車販売事業、その他の事業）

………当社グループは、主に建材及び合板（木材事業）、衣料品・日用
品・家電・食料品等（流通事業）、新車及び中古車（自動車販売
事業）、事務用品等（その他事業）の販売を行っております。こ
のような商品の販売については、顧客に商品を引き渡した時点ま
たは顧客が検収した時点で収益を認識しております。
なお、商品の販売のうち、連結子会社が代理人に該当すると判断
したものについては、他の当事者が提供する商品と交換に受け取
る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として
認識しております。

ロ. 自社ポイント制度（流通事業）
………流通事業において、カスタマー・ロイヤルティ・プログラムを提

供しており、会員の購入金額に応じてポイントを付与し、利用さ
れたポイント相当の財又はサービスの提供を行っております。付
与したポイントを履行義務として識別し、将来の失効見込み等を
考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を
行い、ポイントが使用された時点で収益を認識しております。

ハ. 商品券（流通事業）
………流通事業において発行した商品券を履行義務として識別し、商品

券が使用された時点で収益を認識しております。商品券の未使用
分については、顧客が権利を行使する可能性が極めて低くなった
時に収益を認識しております。
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ニ. 工事契約（建設事業）
………建築・土木工事契約については、一定の期間にわたり履行義務が

充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当
該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。
進捗度の測定は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプッ
ト法）で算出しております。
なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると
見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については、一定
の期間にわたり収益を認識せず、工事完成時に収益を認識するこ
ととしております。

ホ. メンテナンスサービス（自動車販売事業）
………自動車販売事業において、有償の延長保証及びメンテナンスサー

ビスの提供があり、履行義務の充足に応じて収益を認識しており
ます。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項
　グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。
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勘定科目 金額
有形固定資産 8,114,033
無形固定資産 86,215
減損損失 11,174

2．会計方針の変更に関する注記
　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用しております。
　　　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改

正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」
という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、これに
よる連結計算書類への影響はありません。

3．表示方法の変更に関する注記
　（連結損益計算書）
　　　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「仕入割

引」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することといたしました。
　　　なお、前連結会計年度の「仕入割引」は8,826千円であります。

4．会計上の見積りに関する注記
(1)　固定資産の減損

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ．①に記載した金額の算出方法

当社グループは、主として賃貸物件、支店・営業所、小売店舗及び自動車販売店舗等の単位
を独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位としてグルーピングしております。減損
の兆候がある資産グループについては資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フロ
ーの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定しております。判
定の結果、減損損失の認識が必要と判定された場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳
簿価額の減少額は減損損失として計上しております。
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勘定科目 金額
販売用不動産 1,180,746

ロ．重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定
割引前将来キャッシュ・フローの見積りは事業計画を基礎として算出しております。
自動車販売店舗に係る事業計画における主要な仮定は、自動車販売台数、営業費用の予測、

成長率及び割引率であり、自動車販売台数、営業費用及び成長率は過年度の状況を参考にし、
関連する市場動向や現在見込まれる経営環境の変化等を考慮して決定しており、割引率は加重
平均資本コストを使用しております。

ハ．重要な会計上の見積りが翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
将来キャッシュ・フロー及び使用価値の見積りにおける主要な仮定は、最善の見積りを前提

にしておりますが、今後の市場の動向・経済情勢等の不確実性の影響を受ける可能性があり、
将来キャッシュ・フロー及び使用価値の見積りを修正した場合には、固定資産の減損損失を新
たに認識もしくは追加計上する可能性があります。

(2)　販売用不動産の評価
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ．①に記載した金額の算出方法

当社グループは、棚卸資産の評価に関する会計基準に従い、収益性の低下により正味売却価
額が帳簿価額を下回っている販売用不動産の帳簿価額を、正味売却価額まで切り下げる会計処
理を適用しております。

ロ．重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定
正味売却価額は、予定販売価格又は不動産鑑定評価額（過去に取得した不動産鑑定評価に地

価の変動を反映させて補正する方法を含む）等に基づいて算定しております。
ハ．重要な会計上の見積りが翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

将来の経済条件の変動等により正味売却価額の見直しが必要となった場合には、翌連結会計
年度の連結計算書類において販売用不動産評価損の計上が必要になる可能性があります。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 11,433,559千円

預金 10,013千円
販売用不動産 581千円
建物及び構築物 1,510,983千円
賃貸用資産 1,421,558千円
土地 2,517,101千円
自己株式 347,292千円

計 5,807,531千円

短期借入金 5,189,318千円
長期借入金 2,855,499千円

計 8,044,817千円

⑶ 受取手形割引高 293,719千円

5. 連結貸借対照表に関する注記

⑵ 担保に供している資産

担保権に係る債務
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株式の種類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
の 株 式 数

普通株式 8,926,896株 － － 8,926,896株

決議 株 式 の
種 類

配 当 の
原 資

配 当 金 の
総 額

１株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年８月27日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 3,204千円 0.5円 2025年５月31日 2025年８月28日

6. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の総数に関する事項

⑵ 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等
　　該当事項はありません。
②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるも

の

7. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については有価証券管理規程に基づくものに限定し、資金調達に
ついては銀行借入による方針であります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスク
に関しては、部門ごとに取引先の期日管理を行うとともに、木材事業は債権遅延理由書、流通
事業は債権回収会議を実施して個別に把握する体制としております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒
されております。当該リスクに関しては、総務部長が定期的に時価を把握し経営陣に報告する
体制としております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほぼ全てが４ヶ月以内の支払期日であります。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投
資に係る資金調達を目的としたものであります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒
されております。
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

⑴　割賦売掛金 45,540 45,255 △284
　　　貸倒引当金 ※４ △9,917 △9,917 －

35,623 35,338 △284
⑵　投資有価証券 ※３ 252 252 －
資産計 35,875 35,590 △284
⑴　長期借入金 ※５ 6,396,340 6,163,587 △232,752
⑵　リース債務 504,772 474,601 △30,171

　負債計 6,901,112 6,638,188 △262,924

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、債権管理規程に従い、各部門における担当部署が主要な取引先の状況を
定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪
化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ. 市場リスクの管理
　当社グループは、投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状
況等を把握しております。

ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各社が月次に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持
などにより流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的
に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる
ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2025年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと
おりであります。

※１. 現金及び預金については、現金であること及び預金が短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近
似するものであることから、記載を省略しております。

２. 受取手形、売掛金、完成工事未収入金、支払手形及び買掛金、短期借入金については、短期間で決済
されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
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区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式 74,189

　関係会社株式 0

合計 74,189

１年以内
（千円)

１年超５年
以内(千円)

５年超10年
以内(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 683,490 － － －

受取手形 22,582 － － －

売掛金 1,081,041 － － －

割賦売掛金 34,774 9,269 1,495 －

完成工事未収入金 1,505 － － －

合計 1,823,394 9,269 1,495 －

１年以内
(千円)

１年超５年
以内(千円)

５年超10年
以内(千円)

10年超
(千円)

短期借入金 4,625,000 － － －

長期借入金 1,696,269 3,663,438 486,633 550,000

リース債務 127,834 256,139 117,409 3,388

合計 6,449,103 3,919,577 604,042 553,388

３. 市場価格のない株式等は、⑵投資有価証券には含まれておりません。
当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

４. 割賦売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。
５. １年以内に返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。

（注）１ 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

２. 借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額
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⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３
つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定
した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い
て算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
しております。
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

割賦売掛金
一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味し

た利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている
ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
長期借入金及びリース債務

元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在
価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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顧客との契約から
生じる収益

その他の収益
外部顧客に対する

売上高
木材事業 3,417,373 － 3,417,373
流通事業 7,909,416 87,219 7,996,636

商品販売 7,845,330
リフォーム工事 3,842
レンタル業 60,244

建設事業 2,374,195 3,864 2,378,059
建築 1,959,313
土木 414,882

不動産賃貸事業 － 257,499 257,499
自動車関連事業 9,844,537 － 9,844,537

新車 5,521,303
中古車 1,519,140
整備等サービス 2,389,021
その他 415,072

小計 23,545,523 348,583 23,894,106
その他 276,221 17,942 294,164

合計 23,821,744 366,525 24,188,270

8. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、住宅事
業、損害保険代理店業、持株会社である当社の経営指導料等が含まれます。

－ 14 －



当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 1,267,610千円
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 1,150,669千円
契約資産（期首残高） 635,748千円
契約資産（期末残高） 153,303千円
契約負債（期首残高） 62,035千円
契約負債（期末残高） 181,358千円

２．その他の収益の事業ごとの内容は次のとおりであります。
(1)流通事業及びその他事業

　企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に基づく利息収入等及び企業会
計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく不動産賃貸収入等

(2)建設事業及び不動産賃貸事業
企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく不動産賃貸収入

⑵ 収益を理解するための基礎となる情報
「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記（4）会計方針に関する

事項⑤重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約資産及び契約負債の残高等

　契約資産は、建設事業において工事契約について期末日時点で履行義務を充足しているが、
未請求の工事契約に係る対価に対する連結子会社の権利に関するものであります。契約資産
は、対価に対する連結子会社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振
り替えられます。
　契約負債は、主に流通事業において連結子会社が付与したポイント及び発行した商品券のう
ち、連結会計年度末において履行義務を充足していない残高、並びに建設事業において工事契
約に基づく履行に先立って顧客から受領した対価に関するものであります。契約負債は、収益
の認識に伴い取り崩されます。

②　残存履行義務に配分した取引価格
当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、

記載を省略しております。なお、顧客との契約から生じる対価の額に、取引価格に含まれてい
ない重要な変動対価の額等はありません。

－ 15 －



連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末
の 時 価

(千円)当 連 結 会 計 年 度
期 首 残 高

当 連 結 会 計 年 度
増 減 額

当 連 結 会 計 年 度
末 残 高

賃貸等不動産 2,625,697 △57,592 2,568,105 3,570,183

賃貸収益
(千円)

賃貸費用
(千円)

差額
（千円）

その他(減損損失
等）（千円)

賃貸等不動産 270,963 178,699 92,264 －

⑴ １株当たり純資産額 72円01銭

⑵ １株当たり当期純損失 1円18銭

9. 賃貸等不動産に関する注記
⑴ 賃貸等不動産の状況に関する事項

　　　当社及び一部の子会社では、北海道函館市その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的
として賃貸オフィスビルや賃貸商業施設を所有しております。

⑵ 賃貸等不動産の時価に関する事項

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ
ります。

２. 賃貸等不動産の当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は売却によるものであります。
３. 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価

基準」に基づく鑑定評価額であり、その他の物件については固定資産税評価額、路線価等の指標
に基づく時価であります。

　また、賃貸等不動産に関する当連結会計年度における損益は、次のとおりであります。

10. １株当たり情報に関する注記
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用途 場所 種類 減損損失

事業用資産 北海道恵庭市恵央町ほか
建物及び構築物・機械装
置及び運搬具・その他有
形固定資産

11,174千円

11. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

12. その他の注記
⑴ 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

⑵ 減損損失に関する注記
　当社グループは、次の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

　当社グループは、原則として事業所ごとに資産のグルーピングを行っております。また、賃貸
用資産は物件ごとにグルーピングを行っております。
　資産グループのうち、営業損益が継続してマイナスである資産グループ又は時価の下落が著し
い資産グループについては帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特
別損失に計上しております。
　その内訳は、建物及び構築物610千円、機械装置及び運搬具2,835千円、その他有形固定資産
7,728千円であります。
　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額の建
物及び土地については不動産鑑定評価額又はそれに準じる方法にて算定しております。
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② 棚卸資産
・販売用不動産……………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）

【個別注記表】
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴ 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
・その他有価証券

市場価格のない株式等
……………移動平均法による原価法

・関係会社株式……………移動平均法による原価法

⑵ 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）

……………定率法
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　　　３年～47年
賃貸用資産　　４年～50年

無形固定資産（リース資産を除く）
……………定額法

リース資産………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金………………金銭債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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② 債務保証損失引当金……債務保証等に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案
し、損失負担見込額を計上しております。

③ 退職給付引当金…………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処理することとしております。

④ 役員退職慰労引当金……役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支払いに備えるため、内規
に基づき当事業年度までに発生していると認められる額を役員退職
慰労引当金として計上しております。

⑷ 重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
当社は、グループ会社に対して総務・人事・財務経理・情報システム管理に関する業務の一部

を提供しており、当該サービスから生じる履行義務は、一定の期間にわたり履行義務を充足する
取引であり、履行義務の進捗度に応じて収益を認識しております。

⑸ その他計算書類作成のための基本となる事項
① 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用及び未認識会計基準変更時差
異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっ
ております。

②　グループ通算制度の適用
グループ通算制度を適用しております。
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勘定科目 金額
有形固定資産 6,098,503
無形固定資産 22,232

勘定科目 金額
販売用不動産 1,180,746

2．会計方針の変更に関する注記
　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度から適用しております。
　　　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改

正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適
用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」と
いう。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、これによる
計算書類への影響はありません。

3．会計上の見積りに関する注記
(1)　固定資産の減損

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「4．会計上の見積りに関する注記(1)固定資産の減損」の内容と同一でありま

す。

(2)　販売用不動産の評価
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「4．会計上の見積りに関する注記(2)販売用不動産の評価」の内容と同一であ

ります。
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販売用不動産 581千円
建物及び構築物 835,648千円
賃貸用資産 1,422,893千円
土地 2,593,961千円
自己株式 347,292千円

計 5,200,378千円

短期借入金 3,436,000千円
１年内返済予定の長期借入金 1,339,982千円
長期借入金 2,623,351千円

計 7,399,333千円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 8,240,164千円

北見日産自動車株式会社 612,000千円
函館日産自動車株式会社 450,000千円
株式会社テーオーフォレスト 447,872千円
北見三菱自動車販売株式会社 405,458千円
小泉建設株式会社 129,605千円
株式会社テーオー総合サービス 129,605千円
オホーツクスズキ販売株式会社 30,000千円

計 2,204,540千円

株式会社テーオー総合サービス 55,565千円

4. 貸借対照表に関する注記
⑴ 担保に供している資産

担保権に係る債務

⑶ 偶発債務
① 保証債務

次の関係会社について、金融機関からの借入債務及び仕入債務に対し保証を行っておりま
す。

② 業務協定に係る保証
次の関係会社について、業務協定に係るリース債務残高に対し保証を行っております。

－ 21 －



短期金銭債権 51,990千円
短期金銭債務 1,688,538千円

売上高 645,554千円
仕入高 4,050千円
販売費及び一般管理費 1,111千円

営業取引以外の取引高
営業外収益
営業外費用
その他

18,572千円
16,217千円
78,590千円

株式の種類 当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
末の株式数

普通株式 2,518,219株 20株 －株 2,518,239株

⑷ 関係会社に対する金銭債権債務

5. 損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高

営業取引による取引高

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

（注）自己株式の株式数の増加20株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

7. 税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産の発生の主な内容は、貸倒引当金損金算入限度超過額、棚卸資産評価損、減価償

却費損金算入限度超過額、減損損失ですが、全額評価性引当額として控除しております。
⑵　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（2025年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成
立したことに伴い、2026年６月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が
行われることになりました。

これに伴い、2026年６月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰
延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を34.3％から35.1％に変更し計算してお
ります。この変更による影響はありません。
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種 類 会 社 等 の 名 称
資 本 金
又 は 出
資 金
( 千 円 )

事 業 の 内 容
議決権等の
所 有 ( 被 所
有 ) 割 合

事 業 上
の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

（ 千 円 ） 科 目 期末残高
（千円）

子会社

株 式 会 社 テ
ー オ ー フ ォ
レスト

100,000
木材・建材の販
売

(所有)
直接

100％

資金の借入
営業取
引以外
の取引

資金取引
(純額)
(注)1.２

△3,588 短　期
借入金 269,924

債務保証 債務保証
(注)3 447,872 － －

株 式 会 社 テ
ー オ ー リ テ
イリング

50,000 DIY用品及び食
料品等の販売

(所有)
直接

81.0％

資金の貸付
営業取
引以外
の取引

資金取引
(純額)
(注)1.２

154,764
短　期
貸付金 887,192

貸付金利
息 10,193

設備の賃貸 設備の
賃貸

賃貸料
(注)4 216,240 － －

株 式 会 社 テ
ー オ ー デ パ
ート

10,000
家具専門店、消
費者ローン（自
社ローン）

（所有）
直接

100％
資金の借入

営業取
引以外
の取引

資金取引
(純額)
(注)1.２

111,191 短　期
借入金 488,802

⑶　法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及

び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方
法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

8.　関連当事者との取引に関する注記

⑴ 親会社及び法人主要株主等
　該当事項はありません。

⑵ 子会社等
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種 類 会 社 等 の 名 称
資 本 金
又 は 出
資 金
( 千 円 )

事 業 の 内 容
議決権等の
所 有 ( 被 所
有 ) 割 合

事 業 上
の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

（ 千 円 ） 科 目 期末残高
（千円）

子会社

株 式 会 社 テ
ー オ ー 総 合
サービス

50,000
損害保険代理店
業及び生命保険
募集業、リース
業

（所有）
直接

100％

資金の借入
営業取
引以外
の取引

資金取引
(純額)
(注)1.２

△23,763 短　期
借入金 142,386

債務保証 債務保証
(注)5.6 185,170 － －

函 館 日 産 自
動 車 株 式 会
社

50,000 自動車販売及び
修理

(所有)
直接

100％

資金の借入
営業取
引以外
の取引

資金取引
(純額)
(注)1.２

1,735 短　期
借入金 158,723

債務保証 債務保証
(注)6 450,000 － －

北 見 日 産 自
動 車 株 式 会
社

90,000 自動車販売及
び修理

（所有）
直接

100％
債務保証

営業取
引以外
の取引

債務保証
(注)6 612,000 － －

小 泉 建 設 株
式会社 50,000 建設工事業

（所有）
直接

100％

資金の借入
営業取
引以外
の取引

資金取引
(純額)
(注)1.2

379,241 短　期
借入金 600,460

債務保証 債務保証
(注)6 129,605 － －

北 見 三 菱 自
動 車 販 売 株
式会社

90,000 自動車販売及
び修理

(所有)
直接

100％
債務保証

営業取
引以外
の取引

債務保証
(注)6 405,458 － －

　　取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 「取引の内容」欄の資金取引（純額）については、当事業年度末残高と前事業年度末残高の純増減

額を記載しております。
２. 資金の貸付・借入については、市場金利を勘案した利率を合理的に決定しています。
３. 株式会社テーオーフォレストの割引手形に係る手形遡及債務及び仕入債務について、当社が債務保

証するものであります。
４. 設備の賃貸料については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しています。
５．株式会社テーオー総合サービスが一般顧客にリース契約を行うにあたり、当社が元受会社に対して

債務保証するものであります。
６. 債務保証については、子会社の金融機関からの借入債務に対して行われているものであります。
７. （注）6の債務保証の料率については、市場保証料率を勘案して合理的に決定しています。
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⑴ １株当たり純資産額 43円92銭

⑵ １株当たり当期純利益 9円85銭

⑶ 同一の親会社をもつ会社等及びその他の関連会社の子会社等
　該当事項はありません。

⑷ 役員及び主要株主等
　該当事項はありません。

9. 収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

　「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記⑷重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容
を記載しているため、記載を省略しております。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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